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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第114期
第２四半期
連結累計期間

第115期
第２四半期
連結累計期間

第114期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年９月30日

自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 267,229 323,279 597,502

経常利益 （百万円） 17,410 25,607 51,895

四半期（当期）純利益 （百万円） 10,156 14,661 21,378

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 19,571 27,792 40,341

純資産額 （百万円） 233,431 276,631 256,072

総資産額 （百万円） 439,518 511,269 483,093

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 63.21 91.24 133.04

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 46.49 46.56 45.53

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 20,407 33,635 35,572

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △21,024 △31,146 △36,030

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 1,746 △5,978 5,377

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 23,597 25,099 27,750

 

回次
第114期
第２四半期
連結会計期間

第115期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 30.12 55.09

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、当社は、中国に連結子会社「湖北小糸車灯有限公司」を設立し、平成26年９月に1,000

百万円の出資を実行いたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国の経済情勢は、内需が消費増税前駆け込み需要の反動減、外需は新興国

景気の減速や円高是正効果の一巡などを受け、景気は低迷いたしました。世界においては、依然として中東・ウクラ

イナの情勢不安等があるものの、米国の景気回復、欧州経済の持ち直しなどにより、堅調に推移いたしました。

 

自動車産業におきましては、国内は、消費増税前駆け込み需要の受注残対応などにより、国内向けが増加した一

方、輸出向けが生産の海外移管等により減産となったことから、生産台数は前年同期比でほぼ横這いとなりました。

海外では、タイ等において減産となったものの、北米や中国等での需要拡大により、世界の自動車生産台数は前年同

期に比べ増加いたしました。

 

このような状況のもと、当第２四半期連結累計期間における売上高は、主力の自動車照明関連事業が増収となり、

前年同期比21.0％増の3,232億円となりました。

 

セグメントの状況は、以下のとおりです。

〔日　本〕

国内自動車生産が横這いのなか、自動車ランプのＬＥＤ化等により、売上高は前年同期比3.3％増の1,301億円とな

りました。

〔北　米〕

自動車需要の回復に伴う生産増加や、新規受注の拡大、ＬＥＤ化等により、売上高は前年同期比41.2％増の596億

円となりました。

〔中　国〕

自動車需要が増加するなか、日系・欧米系自動車メーカー向けの受注拡大、及び新工場の稼動が寄与するなど、売

上高は前年同期比31.9％増の859億円となりました。

〔アジア〕

タイにおける受注拡大、インドネシアでの二輪車・四輪車の受注拡大等により、売上高は前年同期比19.9％増の

325億円となりました。

〔欧　州〕

欧州経済の持ち直しに伴い域内自動車生産が堅調に推移するなか、新規受注の拡大、ＬＥＤ化等により、売上高は

前年同期比124.8％増の149億円となりました。

 

利益につきましては、日本の増収に加え、北米・中国等においても自動車増産や海外新工場の稼動が寄与するなど

増収となったことから、営業利益は前年同期比50.3％増の245億円、経常利益は前年同期比47.1％増の256億円となり

ました。四半期純利益につきましても増収効果等により、前年同期比44.3％増の146億円となりました。

 

当第２四半期末の資産の残高は、現金及び預金の増等により流動資産が増加したことに加え、海外生産増強に伴う

設備投資等もあり、前期末に比べ281億円増加の5,112億円となりました。

負債の残高は、支払手形及び買掛金の増、借入金や未払費用の増等により、前期末に比べ76億円増加の2,346億円

となりました。

純資産の残高は、四半期純利益により利益剰余金が増加したことに加え、その他の包括利益累計額の増加もあり、

前期末に比べ205億円増加の2,766億円となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの分析

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益266億円、減価償却費114億円を主体に431億円

となり、法人税等を支払った結果、336億円の資金を確保いたしました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資216億円等を実施した結果、311億円の支出となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金等の支払い56億円などを実施した結果、59億円の支出となりまし

た。

以上により、現金及び現金同等物の第２四半期末残高は、前期末に比べ26億円減少の250億円となりました。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値

の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上してい

くことを可能とする者である必要があると考えています。

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定の

者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に

資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提案に応

じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきものであると考えています。

ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができな

い可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グルー

プの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報

が十分に提供されないものもありえます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のために、

必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えています。

また、当社は、企業価値の拡大・最大化を実現するため、次の取組みを行っております。

（ⅰ）自動車産業の世界最適生産の拡大に対応すべく、海外における開発・生産・販売部門を更に強化するなど、

グローバル５極体制（日本・北米・欧州・中国・アジア）の充実を図る。

（ⅱ）お客様・市場ニーズを先取りした先端技術の開発と迅速な商品化を図り、タイムリーに魅力ある商品を提供

する。

（ⅲ）高品質・安全性を追求するとともに、環境保全及びコンプライアンス強化を推進する。

（ⅳ）経営資源の確保と有効活用により、収益構造・企業体質の更なる強化を図る。

当該取組みを着実に実行することにより、当社の持つ経営資源を有効に活用すると共に、様々なステークホル

ダーとの良好な関係を維持・発展させ、当社及び当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の向上に資する

ことができると考えております。なお、この取組みは、当社の企業価値を継続的かつ持続的に向上させるものとし

て策定されていることから、基本方針に沿っており、株主共同の利益を損なうものではなく、かつ当社役員の地位

の維持を目的とするものではないと、取締役会は判断しております。

 

（４）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、12,796百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 320,000,000

計 320,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月４日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 160,789,436 160,789,436
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は

100株

計 160,789,436 160,789,436 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 160,789 － 14,270 － 17,107
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

トヨタ自動車㈱ 愛知県豊田市トヨタ町１ 32,158 20.00

ジェーピー モルガン チェース

バンク 385632
東京都中央区月島４丁目16－13 8,315 5.17

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－3 7,061 4.39

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱

（信託口）
東京都中央区晴海１丁目8－11 5,716 3.56

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目1－2 5,442 3.38

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内１丁目6－6 5,382 3.35

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目7－1 5,154 3.21

第一生命保険㈱ 東京都中央区晴海１丁目8－12 4,000 2.49

㈱デンソー 愛知県刈谷市昭和町１丁目1 3,000 1.87

あいおいニッセイ同和損害保険㈱ 東京都港区浜松町２丁目11－3 2,851 1.77

計 － 79,082 49.18

（注）三井住友信託銀行㈱からの平成26年７月22日付変更報告書により、平成26年７月15日現在で三井住友信託銀行㈱

他１名の共同保有者が、以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計

期間末時点における実質所有株式数の確認ができておりません。

なお、当該変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名または名称 住所 保有株式の数(株）
保有割合
（％）

三井住友信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目4-1 6,910,500 4.30

日興アセットマネジメント㈱ 東京都港区赤坂９丁目7-1 1,446,100 0.90

合計  8,356,600 5.20
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 95,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 160,657,600 1,606,576 －

単元未満株式 普通株式 36,636 －
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  160,789,436 － －

総株主の議決権 － 1,606,576 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式1,000株（議決権の数10個）が含まれ

ております。

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数
（株）

他人名義所有
株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合
（％）

㈱小糸製作所 東京都港区高輪四丁目８番３号 95,200 － 95,200 0.06

計 － 95,200 － 95,200 0.06

 

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、明治監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 95,018 102,615

受取手形及び売掛金 105,236 102,977

電子記録債権 6,236 6,438

有価証券 1,847 2,614

たな卸資産 ※１ 52,046 ※１ 55,665

未収入金 16,255 15,779

繰延税金資産 3,565 4,272

その他 26,774 27,368

貸倒引当金 △13,103 △14,188

流動資産合計 293,878 303,542

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 34,262 39,470

機械装置及び運搬具（純額） 39,649 48,601

工具、器具及び備品（純額） 13,257 16,195

土地 13,821 14,018

建設仮勘定 13,089 9,882

有形固定資産合計 114,080 128,167

無形固定資産 1,039 1,260

投資その他の資産   

投資有価証券 71,695 76,655

長期貸付金 29 21

繰延税金資産 1,000 －

その他 1,520 1,774

貸倒引当金 △152 △152

投資その他の資産合計 74,093 78,298

固定資産合計 189,214 207,726

資産合計 483,093 511,269
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 105,326 107,433

短期借入金 38,269 39,431

未払費用 17,969 21,786

未払法人税等 8,506 7,366

賞与引当金 4,546 4,626

製品保証引当金 2,151 2,101

その他 8,558 9,740

流動負債合計 185,328 192,487

固定負債   

長期借入金 5,241 5,222

繰延税金負債 582 1,360

退職給付に係る負債 26,141 26,607

役員退職慰労引当金 353 357

損害賠償引当金 2,589 1,596

製品保証引当金 4,841 4,880

環境対策引当金 246 232

その他 1,694 1,893

固定負債合計 41,692 42,149

負債合計 227,020 234,637

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,270 14,270

資本剰余金 17,108 17,108

利益剰余金 158,109 169,786

自己株式 △84 △85

株主資本合計 189,404 201,080

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 18,532 21,998

為替換算調整勘定 8,665 12,322

退職給付に係る調整累計額 3,343 2,630

その他の包括利益累計額合計 30,541 36,951

少数株主持分 36,127 38,600

純資産合計 256,072 276,631

負債純資産合計 483,093 511,269
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 267,229 323,279

売上原価 230,309 276,694

売上総利益 36,920 46,585

販売費及び一般管理費 ※１ 20,604 ※１ 22,064

営業利益 16,315 24,520

営業外収益   

受取利息 807 759

受取配当金 308 460

持分法による投資利益 0 6

為替差益 99 118

その他 478 396

営業外収益合計 1,694 1,741

営業外費用   

支払利息 381 424

航空事業安全対策費 149 118

その他 68 111

営業外費用合計 599 654

経常利益 17,410 25,607

特別利益   

退職給付制度終了益 － ※２ 936

投資有価証券売却益 985 423

固定資産売却益 5 15

その他 20 1

特別利益合計 1,011 1,377

特別損失   

固定資産除売却損 179 295

たな卸資産廃棄損 11 －

その他 2 6

特別損失合計 192 301

税金等調整前四半期純利益 18,228 26,683

法人税、住民税及び事業税 5,603 8,098

法人税等調整額 103 △354

法人税等合計 5,707 7,743

少数株主損益調整前四半期純利益 12,521 18,939

少数株主利益 2,364 4,278

四半期純利益 10,156 14,661

 

EDINET提出書類

株式会社小糸製作所(E02140)

四半期報告書

12/22



 

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主利益 2,364 4,278

少数株主損益調整前四半期純利益 12,521 18,939

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 4,849 3,614

為替換算調整勘定 2,200 5,538

退職給付に係る調整額 － △299

その他の包括利益合計 7,050 8,853

四半期包括利益 19,571 27,792

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 16,533 21,133

少数株主に係る四半期包括利益 3,037 6,659
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 18,228 26,683

減価償却費 10,163 11,475

持分法による投資損益（△は益） △0 △6

貸倒引当金の増減額（△は減少） 521 1,019

退職給付引当金の増減額（△は減少） 494 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △940

賞与引当金の増減額（△は減少） 16 80

製品保証引当金の増減額（△は減少） － △12

受取利息及び受取配当金 △1,115 △1,219

支払利息 381 424

退職給付制度終了益 － △936

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △983 △429

有形固定資産売却損益（△は益） 173 187

売上債権の増減額（△は増加） 8,565 4,726

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,984 △1,885

その他の流動資産の増減額（△は増加） △2,743 1,161

仕入債務の増減額（△は減少） 2,242 △1,094

未払費用の増減額（△は減少） 2,435 3,181

その他 837 769

小計 35,230 43,184

利息及び配当金の受取額 1,115 1,219

利息の支払額 △381 △424

損害賠償金の支払額 △3,861 △993

課徴金の支払額 △3,428 －

法人税等の支払額 △8,268 △9,351

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,407 33,635

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △41,961 △29,036

定期預金の払戻による収入 27,947 18,593

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △8 △8

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 9,211 1,015

有形固定資産の取得による支出 △17,021 △21,694

有形固定資産の売却・除却による収支(△は支出) 7 278

貸付けによる支出 △5 △5

貸付金の回収による収入 18 11

その他 788 △300

投資活動によるキャッシュ・フロー △21,024 △31,146
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,679 △180

長期借入れによる収入 1,390 202

長期借入金の返済による支出 △476 △328

自己株式の取得による支出 △3 △0

親会社による配当金の支払額 △1,928 △2,249

少数株主への配当金の支払額 △2,916 △3,423

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,746 △5,978

現金及び現金同等物に係る換算差額 476 838

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,605 △2,651

現金及び現金同等物の期首残高 21,992 27,750

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 23,597 ※ 25,099
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【注記事項】

（会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務等の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰

属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更すると共に、割引率の決定方法を変更しております。

この変更に伴い期首の退職給付に係る負債が1,203百万円増加し、利益剰余金が735百万円減少しております。な

お、損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

製品 27,861百万円 28,595百万円

仕掛品 4,980 5,011

原材料及び貯蔵品 19,204 22,058

 

２　偶発債務

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

訴訟事項 当社及び連結子会社であるノースアメリカン

ライティングインクは、自動車用ランプについ

て調整行為を行った等として、カナダにおいて

損害賠償請求訴訟を提起されております。ま

た、米国においても当社に対して同種の訴訟が

提起されております。なお、現時点では業績に

与える影響は不明であります。

同左

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

(1)販売費

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
　　至 平成25年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

従業員給与手当 2,135百万円 2,191百万円

運賃運送費 1,749 1,706

荷造梱包費 931 904

退職給付費用 187 82

 

(2)一般管理費

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
　　至 平成25年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

従業員給与手当 3,683百万円 4,032百万円

福利厚生費 1,321 1,535

退職給付費用 239 97

役員退職慰労引当金繰入額 27 28
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※２　退職給付制度終了益

（追加情報）

当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

「退職給付制度終了益」（936百万円）は、退職給付年金制度の一部終了によるものです。

当社は、平成26年７月に企業年金制度の一部について確定給付年金制度から確定拠出年金制度へ移行

し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しておりま

す。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 91,356百万円 102,615百万円

預入期間が３カ月を超える定期預金等 △69,249 △79,325

有価証券のうち現金同等物 1,490 1,809

現金及び現金同等物 23,597 25,099

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 1,928 12 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年10月29日

取締役会
普通株式 1,928 12 平成25年９月30日 平成25年12月５日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 2,249 14 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月28日

取締役会
普通株式 2,249 14 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 日本 北米 中国 アジア 欧州 合計
調整額
(注)１

四半期
連結
財務諸表
計上額
(注)３

売上高         

外部顧客への売上高 126,015 42,265 65,132 27,155 6,659 267,229 － 267,229

セグメント間の内部売上高

又は振替高
56,042 － 1,378 2,143 7,846 67,412 (67,412) －

計 182,058 42,265 66,511 29,299 14,506 334,641 (67,412) 267,229

セグメント利益又は損失（△） 10,461 △224 3,154 3,069 △335 16,125 189 16,315

　（注）１．セグメント利益（営業利益）の調整額189百万円には、セグメント間取引消去2,246百万円及び配賦不能営

業費用△2,056百万円が含まれております。配賦不能営業費用は、親会社本社の総務・経理部門等の管理

部門に係る費用であります。

２．日本、中国以外の各セグメントに属する国又は地域の内訳は次の通りであります。

(1)北米　…米国、メキシコ

(2)アジア…タイ、インドネシア、台湾、インド

(3)欧州　…ベルギー、英国、チェコ

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 日本 北米 中国 アジア 欧州 合計
調整額
(注)１

四半期
連結
財務諸表
計上額
(注)３

売上高         

外部顧客への売上高 130,148 59,674 85,912 32,572 14,971 323,279 － 323,279

セグメント間の内部売上高

又は振替高
60,870 86 1,866 2,698 14,320 79,841 (79,841) －

計 191,019 59,760 87,778 35,271 29,291 403,121 (79,841) 323,279

セグメント利益 11,952 1,779 6,486 3,452 638 24,310 210 24,520

　（注）１．セグメント利益（営業利益）の調整額210百万円には、セグメント間取引消去2,475百万円及び配賦不能営

業費用△2,265百万円が含まれております。配賦不能営業費用は、親会社本社の総務・経理部門等の管理

部門に係る費用であります。

２．日本、中国以外の各セグメントに属する国又は地域の内訳は次の通りであります。

(1)北米　…米国、メキシコ

(2)アジア…タイ、インドネシア、台湾、インド

(3)欧州　…ベルギー、英国、チェコ

３．セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

 

EDINET提出書類

株式会社小糸製作所(E02140)

四半期報告書

18/22



（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 63円21銭 91円24銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 10,156 14,661

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 10,156 14,661

普通株式の期中平均株式数（千株） 160,697 160,694

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

平成26年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・2,249百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・14円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・平成26年12月５日

(注)　平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月４日

株式会社小糸製作所

取締役会　御中

 

 
 

 

明治監査法人

 

　　　代表社員

　　　業務執行社員

 

 

公認会計士

 

 

笹　山　　淳　　 印

 

 

 

 

 

 

　　　代表社員

　　　業務執行社員

 

公認会計士

 

 

二階堂　博　文　 印

 

 

 

 

 

 

 

　　　代表社員

　　　業務執行社員

 

公認会計士

 

 

小　貫　泰　志　 印

 

 

 

 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社小糸製

作所の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社小糸製作所及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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